
 

平成21年度FCP 成果報告会 地域活性化系 概要報告 

・ 日時： 平成22年2月24日（水）15：35～16：55 

・ 場所： 東京大学弥生キャンパス 弥生講堂アネックス セイホクギャラリー 

 

＜議事次第＞ 

１．地域ブランチの成果報告 

１）岩手ブランチ 

２）三重ブランチ 

３）愛媛ブランチ 

４）和歌山ブランチ 

２． 分科会・実行可能性調査の成果報告 

１）企業力向上の場としてのマッチングフェア・商談会の活用促進分科会 

２）地域の安心・良いモノ発掘マッシュアッププロジェクト 

３）全国各地の事業者と都市消費者とを対象にした「地域の良い〔モノ〕売れる商品支援

事業」のモデルの構築と運営事業 

３． まとめ 

 
＜議事概要＞ 

 はじめに、ファシリテーターの中山様より、地域ブランチの成果について全体像をご説明

いただき、続いて各事業の実施者から、それぞれの取組についてご説明いただきました。構

成は地域ブランチの報告を中心とした第1部と、分科会・実行可能性調査を中心とした第2部

の2部構成で、最後にファシリテーターの中山様から全体の総括をお話いただきました。 

 

１．地域ブランチの成果報告 

・岩手ブランチでは、塩谷ファシリテーターとともに多様な取組が行われた。 

・三重ブランチでは、経営品質向上の専門家である安倍先生に参加いただき、信頼性向上を

企業価値に結び付けるための気づきの場、学びの場を FCP の視点を入れてデザインしてい

ただいた。また、ベーシック１６の記入を講座が始まる前と終わった後の２回行っており、

事業者の変化が感じられた。 

・愛媛ブランチは、農商工連携というテーマで生産者から小売業までの異業種がグループと

なり研究会を構成し、FCP の商談会シートを使って、それぞれの立場から売れる商品の「見

せるポイント」を落とし込むＷＳを行っている。 

・和歌山ブランチはこれから立ち上がる段階だが、他のブランチの成果を踏まえつつ次年度

以降の取組を検討している。 
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１）岩手ブランチ 

岩手県 照井様 

・昨年２月に盛岡で農林水産省主催によるＦＣＰのセミナーを開催し、６月にブランチが立

ち上がった。岩手県の取組の目標は食を中心にした地域の活性化で、安全安心を基本にして

自社の取組をお客様により理解していただきたい食品事業者と、金融機関５社に参画いただ

いている。 

・「協働の着眼点」については、定期的に自社の取組の強み弱みを再確認できるツールである

という感想をもった事業者が多かった。その上でどうすればいいかを考えてもらい、事業者

に取組の発表と話し合いの場を提供し、安全安心と企業運営の根幹強化支援に取り組んでき

た。 

・例えば、県内産の原材料を使ったパンを製造する事業者は、商品の作りこみだけでなく社

内のシステム改善に取り組む際に、きのこを加工する事業者はこれからの事業計画を整理す

る際に、豆腐や納豆を加工する事業者は顧客満足度を向上させるための自社の体制づくりに

「着眼点」を活用していただいた。また、流動資産担保融資（ABL）に取り組む金融機関は、

事業者の取組をより一層理解する必要があり、そこに「着眼点」を活用いただいた。 

 

青森中央学院大学 塩谷様 

・岩手県の食品産業は約３千億円の規模で、県内産業の大きなウェイトを占めている。地域

の核となる企業が元気になることでより地域が元気になる。県は、ＦＣＰを使って前向きに

取り組んでいる事業者を支援し、そこが地域を引っ張っていくことを想定している。 

・事業者は、自社の取組をいろいろ見せたいと思っているが、なかなか消費者に伝わらない。

事業者の課題や目標は少しずつ異なっているが、商品だけでなく自社の取組をお客様により

理解して欲しいという点が共通していた。「モノ（商品）」は商談会等で見せているが、「コ

コロ」や「シクミ」を「見える化」するために FCP の考え方と「協働の着眼点」を使って

きた。 

・情報発信や情報公開をすることでさらに必要な情報が集まってくるという、好循環が生ま

れている。 

 
２）三重ブランチ 

安倍クオリティーマネジメント株式会社 安倍様 

・2008 年当時、農林水産省は食品業界の信頼性向上のための「５つの基本原則」を提唱し

ており、三重県では各企業に根付かせるため食品事業者の相談に乗ったり、セミナーを開催

したりした。 

・安全と安心は違う。事業者は安全の確保に取り組むことはできるが安心はお客様の心にあ

る。安全はお客様にとって基本的な価値であるということ、企業全体、経営主導で取組む必

要があるということをコンセプトに、もう少し経営レベルを重視した研修を行うこととした。 

・FCP の視点を導入するに当たり、「コミュニケーション」という言葉やベーシック１６の言
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葉をどう事業者に伝えていくかに課題があり、「なぜ安全か伝えないとお客様は買ってくれ

ない」、「お客様の声を真摯に聞く」、「リーダーシップと従業員の体制を高める」の３つをテ

ーマに研修を組み立てた。 

・研修を通して、安全は何か別の手法ではなく、経営と安全安心は一体であると感じていた

だけたのではないか。何からやるかという課題は企業によって違い、それを県の事業として

どう支援するか、またコミュニケーションにはある程度技術が必要であり、そこをどう支援

していくかが今後の課題と考えている。 

 

三重県 山戸様 

・研修の中でベーシック１６への記入を２回おこなっている。１回目の記入ではあまり理解

されている雰囲気ではなかったが、第５回の研修後に行った２回目の記入では、研修を通し

て理解が深まりかなり書けていた。アンケートでも「コミュニケーションや人材育成が弱か

った」、「お客様基点の考え方が曖昧だった」等、自社の取組の点検に役立ったという意見が

多く得られた。 

・安倍先生の講義のなかに、食品産業は基本価値に安全安心が入っており、どんなに他の価

値を積み上げても安全安心という基本価値が抜けると全てが崩れてしまうという話があっ

た。これを聞いて、経営姿勢から始まる「協働の着眼点」の構成と FCP の考え方が更によ

く理解できた。 

・研修を通して、安全安心を単なるコスト要因と捉えず、企業価値向上の観点から経営に反

映させることの重要性への理解が深まった。また、ベーシック１６は取組の点検ツールとし

て活用できる手ごたえを感じた。 

・今後は、同様のプログラムで新規参加者を募集しての研修実施と、今回受講した事業者の

フォローとして自主勉強会のサポート等を提供していきたい。 

 
３）愛媛ブランチ 

愛媛県 谷泉様 

・愛媛ブランチは、多様な主体の連携による食の付加価値向上に取組むビジネス・コミュニ

ティの創出を目的に、ＦＣＰと「協働の着眼点」の周知からはじめて、１０月末にセミナー

を開催した。 

・現在までに、生産者、メーカー、小売り、金融機関、ホテル、農業団体等の多様な団体が

参加した研究会を２回開催した。 

・これまでの研究会では、食の信頼向上や県内の特徴ある地域資源等についての意見交換や、

商談会シートを使い商品の見せ方・伝え方において考慮すべき事項についての検討を行った。 

・また、ブランチには愛媛大学も参加しており、大学と地域と事業者のサロン的な場をつく

り、その信頼のネットワークの結果として新たな商品が出てくることも期待している。 

・来年度は、県の農商工連携関連のファンド事業を念頭にプログラムを検討し、農商工連携

に関心を持つ生産者や企業等が業界を横断的に交流し、学びや情報交換する場を支援してい
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きたい。 

・また県では、平成１９年度に農業者と企業等の交流促進やビジネスマッチングを目的にア

グリクストクラブという組織をつくっている。このクラブの中に、（仮称）愛媛ＦＣＰ研究

会を設置し、アグリストクラブの組織活性化や農商工連携の促進を図ることを検討している。 

 
４）和歌山ブランチ 

和歌山県 平尾様 

・県の食品流通課は平成１９年に立ち上げ、県主催の商談会の開催や、ＦＯＯＤＥＸ等の商

談会に参加してきた。そのなかでの課題として、商談会の成果については事業者によって差

が出てきていることや、中小企業における経営戦略や消費者視点に立った商品づくりの支援

といったことがあげられる。今後県として取組む課題であると認識している。 

・また、安全安心といった面からの支援としては、今後「協働の着眼点」を活用した自己分

析等を行ったうえで、「食への信頼向上による企業力と商品力の強化」をテーマに研究会を

立ち上げていきたい。 

・研究会は年４回程度を計画しており、前半はＦＣＰの周知からスタートし、安全安心の確

保、企業戦略の立て方、商談会への望み方等に取組んでいきたい。後半は、「売れる商品づ

くり」や「安全安心の伝え方」等をテーマにすすめていきたい。それに先立ち、県内事業者

には、３月上旬の事前セミナーを案内中である。 

 
○まとめ 

・三重県の取組は、初期プログラムとしては完成度が高い。今後は、その気づきをどうステ

ップアップにつなげるための支援をするかが課題であろう。 

・和歌山ブランチはこれから立ち上げで、三重ブランチと愛媛ブランチの要素が入っており、

三重や愛媛では出来なかった、２つを組み合わせ出口につなげることを考えている。 

・このように、各ブランチの成果を別の地域にフィードバックし、お互いの成果を共有し組

み合わせることでいろいろなタイプのプログラムが出来ることが納得できた。そうした取組

をすすめることで、FCP の考え方を地域で具体的な施策に反映できればいいと思う。 

 

２．分科会・実行可能性調査の成果報告 

１）企業力向上の場としてのマッチングフェア・商談会の活用促進分科会 

社団法人日本能率協会 箱崎様 

・分科会では、商談会シートをＦＣＰのコミュニケーションツールとして活用するために、

幅広く意見をもらいながら、商談会という空間・状況を想定して作ってきた。 

・商談会・展示会では、商談できる時間は約５～１５分と限られており、商品登録をするた

めの商談はできない。その結果、最低限の３０項目が商談会・展示会で必要な情報として抽

出された。シートの表が商品の情報、裏が事業者の情報となっている。 

・これまでに開催された複数の商談会でこのシートを使ってきた。そこに連続で参加した事
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業者のなかには、商談の場で受けたいろいろな指摘を吸収して、シートに落とし込むことで

レベルが少しずつ上がっている例もある。つまり、ＰＤＣＡのサイクルが自発的に生まれて

いた。 

・今後の展開としては、項目を増やした方が良いのか、農産物や水産物といった分野別に作

った方がいいのか、もっとバイヤー側にシフトした方がいいのか、といった点を検討してい

く必要がある。 

 

２）地域の安心・良いモノ発掘マッシュアッププロジェクト 

株式会社 CTU 村上様 

・「わんまいる」というカタログ販売を行うファミリーネットワークシステムズ（ＦＮＳ）と

協力して、「協働の着眼点」を使った事業者評価システムの構築を行った。「わんまいる」は

顧客が２５～３０万人いて、１週間に１回新しいカタログを出しているため、かなりの数の

商品数を確保しておく必要がある。そこで、ＦＮＳが商品を発掘するために費やす労力を減

らすことを目的に、商品データベースをつくることを計画した。 

・まず、WEB 上で入力するとすぐに点数化されるシステムをつくり、その評価基準をつくる

ため、既存の２００社を対象にアセスメントを行った。しかし、２００社に入力依頼を行っ

たがほとんどデータが集まらなかった。 

・システムログを確認すると、最初のＦＣＰの説明段階でかなりの事業者が離脱していた。

また、そこを通過しても次の企業の取組内容を答える段階でもかなり離脱していた。どうや

ら、質問内容が理解できないということがあったようだ。 

・次に、スタッフが電話でＦＣＰの説明をしてその上でヒアリングを実施した。しかし、Ｆ

ＣＰの取組は理解されても、例えば「安全安心」等の言葉に対する認識が事業者それぞれで

違うという課題が明らかになった。そこで、事業者の取組を機械的に数値化することは難し

いと判断し、今後はベーシック１６のような記述式で進めていこうと考えている。 

・また、消費者アンケートを行った。その結果を受け、ＦＮＳではこれまで以上にお客様の

安全を第一優先とするため、ＦＮＳ独自の商品カルテを強化するという、ＦＣＰに取組むこ

とによる副次的な成果が得られた。 

 
３）全国各地の事業者と都市消費者とを対象にした「地域の良い〔モノ〕売れる商品支援事業」のモデ

ルの構築と運営事業 

有限会社ケンプランニングオフィス 木川様 

ダーマ株式会社 結城様 

・前回の中間報告会で、地方の生産者の方にベーシック１６の記入をやっていただいて苦戦

しているという報告をした後、再度事業者へのヒアリングを実施した。その際に、「とれた

て村」やＦＣＰの説明等の事前講習を行ってからベーシック１６の記入をしてもらったが、

やはりその場で書いてもらうことは難しかった。 

・山形県の尾花沢では、約４０名の方が集まり勉強して、その場でベーシック１６が出てき

たのは半分ほど、ＦＣＰに参加したいという方を募って翌日に現場へ伺えたのが４事業者、
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実際に商品改善の取組に参加したのが２事業者という結果だった。 

・ベーシック１６を完成させるためには、実際に生産現場を見ながら、そこでハンズオン支

援のかたちでアドバイスを行い、気づきを促す必要があると感じた。 

・事業者が単独でベーシック１６を記入することは難しく、もう少しわかりやすい言葉にし

たり、窓口で相談にのったり実際にヒアリングしたりするということが必要だ。また現場と

経営者、アドバイスをする側の３者の目線が揃わないと、ベーシック１６を記入できても企

業に足りない点や改善したい点が見えてこないということがわかった。 

・山形県尾花沢市の「だしっ」という漬物商品を対象に改善を行っている。ヒアリングの結

果、催事等でかならず「だしっ」の意味や食べ方を聞かれるとのことで、事業者は、商品の

内容をお客様に理解していただくための努力をしていきたいという意向を持っていた。また、

「だしっ」は山形県の伝統的な家庭料理だが、山形と尾花沢では味の違いがあること、素材

がすべて尾花沢産の野菜だけであること、裏書きの賞味期限も検査機関に出しているにもか

かわらず、それらの情報が商品に表現されていなかった。 

・もう一社の蕎麦饅頭も、雪室で保存した尾花沢の玄蕎麦を１００％使用し、しかも製造毎

に石臼でひいた蕎麦粉を使っているが、ラベルに表現されておらず改善中である。 

・「だしっ」のモニタリング調査を「とれたて村」で実施したところ、比較するとほとんどの

方が改善版の方がわかりやすいという評価だった。しかし、先ほどの安倍先生の話にもあっ

たが、安全と安心は違い、安心してもらえる要素を商品にどう表現し、それをお客様に読み

取ってもらうかはかなり難しい。ただ、改善版のように作り手が自分の思いをしっかり表現

することは、お客様に信頼感を与えるという点では一歩前進したことは間違いない。 

・ＦＣＰを運動として展開していくためには、取組を集積することが必要で、それによりお

客様も認識できるような発信力が生まれてくるのではないか。 

 

○まとめ 

・商談会は、各都道府県で行われているもの等を含めると、２日に 1 回以上行われている。

そうした場を活用し、まずはＦＣＰの商談会シートを使う機会を増やすことが重要だろう。 

・「協働の着眼点」を軸にしたコミュニケーションは、デジタルコミュニケーションというよ

りはアナログコミュニケーションが重要という印象を受けた。 

・ベーシック１６は気付きのツールとしては有効だが、そのためにはハンズオン支援が必要

で、またＦＣＰの考え方を伝えることのできる人と仕組みが、地域や東京に必要だという課

題が見えてきた。 

以上 

 



FCP和歌山ブランチ
 食への信頼向上による企業力と商品力の強化

Food Communication Project
フード・コミュニケーション・プロジェクト



和歌山県の食品事業者への支援の取組

平成２０年３月に策定した「和歌山県長期総合計画」の目標を着実に実現
するため、販売促進戦略「アクションプログラム2009」を策定し、「トップセ

ールス」「量販店でのフェア」などの各種プロモーションや「ＦＯＯＤＥＸ ＪＡ
ＰＡＮ」への出展、「わかやま産品商談会」の開催などによる商談機会の創
出、「ブランドモニター制度」「アドバイザー制度」などの生産者支援、本格
的な「海外販路開拓」の取組など、積極的な「わかやま産品」の販路開拓、
消費拡大に取り組んできた。

-1-

＜アクションプログラム2009＞

Ⅰ国内対策

１．「わかやま産」ブランドの向上

２．販路開拓

３．推進基盤の強化

Ⅱ海外市場開拓

１．海外市場へのトライアル

２．商品と市場のマッチング

３．輸出体制の強化

Ⅲ農産加工を軸にしたアグリビジネス構築

＜わかやま産品商談会＞

県内の商品を広く県内外の購買企業に紹介

 し、県内出展生産者の新たな販路拡大を促

 進するため、全国の流通関係者様と県内生

 産・製造業者との出会いの場を設定すること

 を目的とした合同商談会を開催している。



FCP和歌山ブランチの目的

和歌山県では、県内事業者を対象とした商談会の主催、その他の商談会
出展の支援を通じて、食品事業や農林水産業の振興を図っている。

しかし、これまでの支援を通じ、本県企業や生産者において、食への信頼
に基づいた「企業力」 や「商品力」の一層の向上が課題として明らかになっ

てきた。

FCP和歌山ブランチでは、県産農水産物・加工食品の販売促進を図るた
め、「お客様視点」に立った、食への信頼向上と｢企業力」 「商品力」のあり

方を、事業者、生産者と共に検討していくことを目的とし、研究会、ワーク
ショップ等を実施する。
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和歌山ブランチの概要（案）

企業経営戦略、商品開発などの専門家を講師とするほか、ＦＣＰに精通したファ

 シリテーターにより、研究会を進行する予定。

-３-

☆第１回研究会

 
FCP概論

 
及び

 
お客様視点に立つ組織とは？

☆第２回研究会

 
安全安心と企業の信頼向上について

-クオリティーマネジメントの視点から-

☆第３回研究会

 
売れる商品づくりと安全安心の伝え方Ⅰ

※「協働の着眼点」「商談会シート」を活用し、参加者の「強み」を確認し、
「売れる商品」づくりに向けた論点を整理する。

☆第４回研究会

 
売れる商品づくりと安全安心の伝え方Ⅱ

※和歌山県における地場産品を事例として取り上げ、「売れる商品」につ
いて具体的な提案を行う。

※進め方：必要に応じ、ＦＣＰ商談会分科会で提案された「商談会シート」を活用した

 参加事業者によるグループワークを実施する。



スケジュール
実施期間： 平成２２年４月 ～ １２月

活動予定： 全４回開催予定

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

参加事業者公募参加事業者公募

第２回第１回 第３回 第４回

FCPへの理解

安全安心と企業の信頼向上について

FCPへの理解

安全安心と企業の信頼向上について
売れる商品づくり

と安全安心の伝え方

売れる商品づくり
と安全安心の伝え方
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和歌山
FCP

セミナー

和歌山
FCP

セミナー

研究会実施研究会実施

わ
か
や
ま
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品
商
談
会

わ
か
や
ま
産
品
商
談
会

成果・アウトプットイメージ
研究会における議論を通じ、本県におけるＦＣＰの普及、効果のある「売れ
る商品づくり」や商談会の有効利用のあり方のノウハウを整理する。

和歌山県主催の平成22年度『わかやま産品商談会』に参加事業者が出展

する。



 平成 21 年度 FCP 成果報告会 第 3 部総括セッション 概要報告 

 
・ 日時：   平成 22 年 2 月 24 日（水）17：00～18：20 

・ 場所：   東京大学弥生キャンパス 弥生講堂 一条ホール 

 

登壇者： 中嶋康博 東京大学大学院 農学生命科学研究科 准教授 

米虫節夫 大阪市立大学大学院 工学研究科 客員教授 

小阪裕司 オラクルひと・しくみ研究所 代表 

今野直子 （株）リビングくらし HOW 研究所 主任研究員 

神井弘之 農林水産省 FCP チームリーダー 

 

 

 成果報告会を総括し、今後のフード・コミュニケーション・プロジェクト（以

下、FCP）の展開について意見交換を行なう総括セッションを行った。 総括セ

ッションは登壇者が一方的に意見を述べるのではなく、会場からも意見をいた

だくなど、多様なステークホルダーの意見交換の場（ラウンドテーブル）とい

う形をとった。 

 登壇者の自己紹介後、各セッションの振り返りをファシリテーターから行っ

た。 

 

■アセスメント・人材教育系  

株式会社鶏卵肉情報センター 杉浦様 

・報告会では 3 つの分科会と 5 つの実行可能性調査について報告があった。 

・「工場監査項目の標準化・共有化分科会」は、工場監査項目は各社多様で共

有できなかったものが、「協働の着眼点」ベースで見ることで共有化がスムー

ズに行われ、最終的に表現を整理し 116 項目にまとまった。 

・現場で試行した第１版を本日、配布した。監査の要求水準と手法等の違いは

来年度の課題となる。 

・「商品情報の効率的なやりとり分科会」は、問題点を洗い出し来年度に本格

的に展開する。 

・「フード・コミュニケーション企業行動マネジメント規格の策定分科会」は、

「協働の着眼点」のコンプライアンスの部分をいかに PDCA サイクルになら

って継続的に改善をしていくかという規格の開発であり、出版物が３月中に
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発行される。 

・「食品事業者（経営陣）向け研修プログラムの開発」は、ワークショップ形

式で経営者の視点から「協働の着眼点」を活用するプログラムの開発で、ミ

ッション、ビジョンといった視点から戦略を全体的に効かせるために活用す

る。 

・「「協働の着眼点」を活用した食への信頼向上の取組認証規格の開発事業」は、

「協働の着眼点」の項目を must と want に分類し、細かい項目をチェックリス

ト化した。 

・「食の信頼確保のための成熟度の評価事業」は、格付けによって信頼性確保

に向けた取組の見える化を行い、専門的な観点から様々な手法を用いて実際

に格付けが行なわれた。 

・「「協働の着眼点」を活用したセルフアセスメントシートの開発と運用」は、

中小企業向けの衛生管理・品質管理の自己チェック・シートを開発した。 

・「「協働の着眼点」を活用した食品事業に従事するパート・アルバイト従事者

を対象とした教育ツールの開発」は、自社で行われている講習会に「協働の

着眼点」ベースで使える教育ツールをつくった。従業員用のマニュアルと講

師用のテキスト、実際に理解度をテストする３つのアウトプットを作り、講

習会で活用した。 

・全体として、「協働の着眼点」の活用の幅を広げ、消費者の信頼というミッシ

ョンをうまくつなげていけるのではないかと思っている。 

 

■情報発信・CSR 系  

株式会社４CYCLE 田井中様 

・「企業行動の情報発信研究会」では「マスメディアとの意見交換のあり方」、

「失敗から学ぶ情報発信のあり方」、「消費者との対話のあり方」の３つの分

科会を実施した。 

・実行可能性調査事業では「FCP ポータルサイトの構築・運用」、「“食の信頼”

見える化ツアーのための商品モデル検討事業」、と合わせて計 5 つの活動につ

いて報告を行った。 

・企業行動の情報発信をどうするか、情報発信を通じて消費者との信頼関係ど

う構築していくかが主なテーマ。 

・企業は情報の発信だけでなく情報の受信も必要で、消費者との対話を通じて
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信頼関係をつくっていくことが大切ということが総括された。 

・消費者が現状の食に対してどこまで不安に感じているのか、不満をもってい

るのかというところが、まだまだ見えてきていない。次年度以降の活動は、

情報公開でどれくらい信頼が高まったかの指標づくりの重要性が指摘された。 

・次年度以降、情報の受信、世論の誘発の仕組みについてもテーマとして活動

したい。 

 

■地域活性化系  

財団法人日本システム開発研究所 中山様 

・食への信頼向上のためには仕組みや会社の心、思いをいかに見える化し、伝

えていくかが重要、というのが「地域活性化研究会」の共通の課題認識。 

・事業者の気付きのためにベーシック１６に書き込んでもらう方法が有効であ

ることを確認した。 

・「協働の着眼点」やベーシック１６の有効性をわかりやすく伝える翻訳者の

必要性を感じている。 

 

 事務局より、事業者アンケート、消費者グループ・インタビューのまとめを

報告した。 

 

事業者アンケートは２つの研究会に参加している約 60 名を対象にした。 

 設問 1「今後、FCP の活動を強化していく上で、どのような研究が重要だと思

われますか」では、アセスメントの分野では工場監査シートの改善・拡大・普

及、商品情報のやりとりの効率化が非常に高かった。情報発信の分野では、ダ

イアログ・システムに関わるテーマに約半数が希望。 

 設問 2「FCP にとって重要と思われるテーマは？」では、1 位が消費者との対

話・情報発信に関わる研究、続いて FCP の普及、協働の着眼点の普及・活用・

改善というテーマが上位に上がっている。 

 「設問 1、設問 2 のようなテーマについての研究会を開催する場合、どのよう

な運営方法が適切と思われますか」という設問は、約半数の方が「農林水産省

が研究会を設置し、運営は食品事業者が連携して主体的行なった方がよい」と

いう意見。 

 「FCP の活動を発展させていくため、民間がフードチェーンをまたいで協働す
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る組織をつくることについてどう思われますか？」という設問には、「組織をつ

くる必要がある」が約 6 割。 

 消費者グループ・インタビューでは、２回の実施で 6 名ずつの参加をいただ

き、「協働して、消費者のために信頼できる企業として日本の産業をつくってい

くという決意がここに現れている」「プロジェクトの仕掛けを広げ、皆が情報を

出し、それを武器にしてもらえば、消費者も物を買いやすくなる」「取組を始め

て、実際にどのような効果がでているのか検証しながら進めていただきたい」

「信頼を高めるためには FCP 自体の格を上げていく必要がある」「横の繋がり

が出てくると、皆がこういう企業になろうという動きが出てくる」PR、広がり

という面では、総合学習、学校での講演会、地区の広報誌など、消費者から見

て身近な場所、身近な媒体を利用すると話が伝わりやすいという意見もあり、

消費者からも多くの共感・賛同の声をいただいた。 

 

 各セッションの振り返り、事業者アンケート、消費者グループ・インタビュ

ーのまとめの報告を踏まえ、登壇者から意見を伺った。 

 

米虫：もともと企業と消費者には情報の非対称性があり、事業者は自らの取組

みを積極的に発信していく必要がある。その手法のひとつとしてベーシック 16

は有効。ホームページに掲出したり、日々の活動が具体的に現れてこないとい

けない。ＦＣＰでも多くの企業が参加し、こうした活動を続けていくことが大

事。 

 

小阪：今後の活動では、事業者の良いものを価値として消費者へいかに伝えて

いくか、消費者との絆をいかにつくっていくか、コミュニケーションをどうと

るかが重要。信頼と共感を持っている事業者からの提案に、消費者は「良い」

という判断をする。現代は情報が多すぎる情報社会ゆえに、消費者は信頼や共

感のある相手からの情報であればそのまま受け入れるという、いい意味でシン

プルな方法で判断する。プロジェクト全体として、消費者の絆を築くことに期

待している。 

今野：ダイアログ形式で話し合う消費者グループ・インタビューに私も立ち会

わせていただいた。参加した消費者の気持ちも揺れている中で、消費者は事業

者と対峙する気持ちでは無く、どれくらい努力しているのかを知りたいと感じ
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た。消費者は、事業者の努力する姿に期待したいというような気持ちを感じて

おり、事業者を信頼して買いたいというのが消費者の本音。FCP の広がりを期

待する。 

 

中嶋：FCP の大事な取組であるアセスメントや人材育成について米虫先生に、

地域活性化事業について小阪先生にコメントをいただきたい。 

 

米虫：工場と本社機構では監査が違う。その部分などの精査が今後の課題。食

品工場では半数以上がパート・アルバイトで、こうしたメンバーをどう教育す

るかも大事。新人、少し馴れた人、さらに上の人と段階に合わせた教育が求め

られる。 

 

小阪：現在、FCP では岩手、三重、愛媛でブランチが活動しているが、先行し

てやるという姿は大変素晴らしい。地域活性は FCP を象徴する活動で、点とし

て存在するのではなく、全体の仕組みとして関連しながら機能していく典型的

な形が地域に出てくる。 

 

中嶋：ＦＣＰの普及をどのようにすべきなのか、事業者に期待することなどを

聞かせていただきたい。 

 

今野：グループ・インタビューの意見では、「口コミを広げる活動をされるとよ

い」「学校での講演会など、興味を持つ人はいる」というような声があり、消費

者との接点の場を多くつくるということがポイントになっていくと思う。今、

主婦でブログをやっている方が多く、発表会や工場見学などがあれば、口コミ

が広がる。各ステークホルダーの連携で消費者に近い流通が、店頭でマークを

有効に使うという方法などにも期待したい。 

 

小阪：流通、銀行、自治体など様々な参加者がいるので、それぞれが持つコン

タクトポイント、例えば自社の顧客に出すダイレクトメール、店頭などを活用

していくとよい。初期段階に活動を広げていく機運をつくっていくには苦労が

伴うが、連携によって上昇気流に乗る時期は早まる。 

 

5／7 



米虫：新聞でＦＣＰの活動を記事にする記者は家庭欄とか科学欄の記者。ＦＣ

Ｐを知ってもらうには、こうした記者に理解してもらう必要がある。こういう

取組みがあるということを、様々な局面で書くとよい。事業者も家に帰れば消

費者の立場であり、「先ず隗より始めよ」でＦＣＰを自ら実践、伝達していくこ

とが大事。 

 

中嶋：ここで、フロアの方々からも意見をいただきたい。 

 

会場Ａ：消費者という言葉はお客様という言葉で統一したほうがいいのではな

いか。また、ＦＣＰの活動を端的に説明できるようにしていくことも大切では

ないか。 

 

会場Ｂ：私は２年間 FCP に参加させていただき、良かったなと思うことがある。

自分たちだけの気付きには限界があり、他社に教えていただいたことを自分た

ちの活動に活かし、互いに高め合うということができたと感じている。異なる

業界との情報交換の機会は多くはない。FCP に入って、様々な食に関わる方々

と情報交換をし、非常に役に立った。さらに発展させていきたいと思う。 

 

会場Ｃ：地域単位、村落単位、特産品単位などという塊で成功事例が出てくる

ことに期待している。百貨店の物産展や各県の物産館にＦＣＰの事例がたくさ

ん出てくると、消費者、生活者、お客様にプロジェクトの意義も伝わりやすい。 

 

中嶋：最後に神井さんお願いします。 

 

神井：食への信頼を高める為に食に携わる事業者の皆さんが連携して取り組む

姿をどう伝えていけるかが大事になると考えている。その道具として、FCP を

使っていただければ有り難い。次年度はＦＣＰの飛躍の年とするため、民間の

方々が主役になってプロジェクトを盛り立てていただきたい。今日何度も話題

になった人材育成や普及についても、主体的な取組が広がることを期待してい

る。 

 

中嶋：本日は貴重な意見交換、どうもありがとうございました。「協働の着眼
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点」を使って活動をして行くことが重要。ぜひ、各社の力を結集して「協働」

をさらに進めていきたい。来年度のＦＣＰが一段と発展するようにご協力のほ

どよろしくお願いいたします。 
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５．消費者グループインタビューの実施について

■実施結果

●第１回

 

消費者グループインタビュー

日時：１月２６日（火）

 

１０：３０～１２：３０

対象：全国消費者団体連絡会様のコーディネートによる参加者６名（第三階層の方々をイメージ）

●第２回

 

消費者グループインタビュー

日時：１月２９日（金）

 

１０：００～１２：００

対象：リビングくらしＨＯＷ研究所様のコーディネートによる参加者６名（第二階層の方々をイメージ）

●多様な意見交換の場の試行

日時：２月２４日（水）

 

ＦＣＰ成果報告会第３部にて実施

■これまでに消費者から頂いた意見、提案

 

（抜粋、未定稿）

・この仕組みを導入することで社員たちが安心して仕事ができ、自分が勤める会社に信頼感をもてることが消費者の信用にもつながっていくのではないか。

・これまで企業は競争し、情報を隠して販路を拡大するという時代だった。その矛盾がここにきて表面化し信頼が失われつつある。協働（コラボレーション）して、消費

 
者のために信頼できる企業として日本の産業をつくっていくという決意がここに現れていると思う。

・個人商店や農家が自分の努力を消費者へ伝えることが難しいと考えたとき、このプロジェクトの仕掛けを広げ、皆が情報を出し、それを武器にしてもらえば、消費

 
者もものを買いやすくなる。

・取組を始めて、実際にどのような効果がでているのか検証しながら進めていただきたい。効果が見られなければ、取組自体を見直したり、改善していくことが大事。

・消費者が個々の企業を評価するというのはほとんど不可能なので、フード・コミュニケーション・プロジェクトにゆだねれば大丈夫という風に、FCP自体の格を上げて

 
いく必要がある。現場に専門的な知識がある方が参加しているとか、FCP自体がすごい集まりなんだというイメージをつくるのが大事。

・食産業の向こうにたくさんのつながりがあって、たくさんの人がいるということを、たいていの消費者には見えていない。できるところは公開して、実際に見て体験し

 
てもらうことが大事だと思う。

・わかりやすさという点で言うと、細かい字をいきなりスーパーで読めと言われても読めないので、マークなど消費者にわかりやすいようにアピールしていただきたい

 
と思う。

・参加団体のリストを見ても、なぜＦＣＰに賛同し参加したのかがわからない。どのような問題意識でこのプロジェクトに参加しているかがわかるようなリストが欲しい。

・素晴らしい取組をしている企業の横の繋がりが出てくると、皆がこういう企業になろうという動きが出てくると思うので、横の繋がりを大事にできるような組織をつくっ

 
てもらうのも大切。

・総合学習の時間など、学校の授業に取り入れる。それに親も参加できるようにする。学校での講演会など、興味を持つ人はいると思うので、やっているということ自

 
体を広めていく必要がある。

・地方でも実施しているということなので、アンテナショップを利用していくのもよい。

・区の広報誌が毎週入ってくるが、地域に密着して内容が濃いのでよく見る。こういった媒体で企業の取組を１社ずつ紹介していくことも大切。 1

１．多様な意見聴取の試行について
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２．今後の活動に関するアンケート調査の結果について

○FCPの今後の活動に関するアンケート

平成22年度以降の活動の検討に資するため、研究会出席企業にアンケートを実施。

１）アンケート実施目的

●

 

来年度以降のＦＣＰの活動へのコミットの確認。

●

 

来年度以降のＦＣＰの研究会へのニーズの把握。

●

 

来年度以降の事業者協働組織に関するニーズの把握。

＜アンケート記入に当たって＞

個人の立場での意見として回答。

 

（氏名、会社・団体名は無記名でも可）

２）アンケート実施対象者

●

 

第３回

 

【アセスメントの効率化研究会】参加者

 

３０名

 

（２月４日（木）開催）
有効回答数２２

●

 

第２会

 

【企業行動の情報発信研究会】参加者

 

２８名

 

（２月５日（金）開催）
有効回答数２６

※FCPに参加する事業者の一部に対して実施したもの。

１）アンケートの目的・対象者
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Q1．【アセスメント分野】今後の研究テーマ（複数回答）

項　目
件数
（件）

構成比
（％）

1 工場監査シートの改善・拡充・普及 17 77.3

2 商品情報のやりとりの効率化 17 77.3

3 その他 3 13.6

サンプル数 22 100.0

Q1．【情報発信分野】今後の研究テーマ（自由記入）

項　目
件数
（件）

構成比
（％）

1 ダイアログ・システムに関わるテーマ 12 46.2

2 マスメディアとの対話のあり方に関わ
るテーマ

3 11.5

3 リスクコミュニケーション（緊急時）に関
わるテーマ

3 11.5

4 「協働の着眼点」の普及・改善に関わ
るテーマ

2 7.7

5 その他 6 23.1

サンプル数 26 100.0

※26名の回答コメントを主なテーマ毎に分類

Ｑ２．ＦＣＰにとって今後重要な調査・研究テーマ（自由記入）

ｱｾｽﾒﾝﾄ 情報発信 合　計

1 消費者との対話・情報発信
に関わる研究

3 5 8

2 ＦＣＰの普及（企業の取組の
情報発信、地域活性化等）

4 1 5

3 「協働の着眼点」の普及・活
用・改善

1 4 5

4 サプライチェーンマネジメント
に関する検討

4 0 4

5 ＣＳＲに関わる研究 0 4 4

6 企業の取組（積極的な取
組、失敗・事故）事例研究

2 1 3

7 メディア対応、リスクコミュニ
ケーション

2 1 3

8 グローバル視点での研究 1 2 3

9 工場監査シートの改善・拡
充・普及

2 0 2

10 その他 1 3 4

※34名の回答コメントの中から41件のテーマ等を抽出して分類

項　目
件数（件）

Ｑ１

 

今後、ＦＣＰの活動を強化していく上

 
でどのようなテーマの研究が重要と思わ

 
れますか。

Ｑ２

 

ＦＣＰにとって重要と思われる研究テ

 
ーマがございましたら、ご記入ください。

２）アンケート結果

Ｑ３．今後の研究会の運営方法について（単一回答）

項　目
件数
（件）

構成比
（％）

1 食品事業者（関連事業者を含む）が連携して主体
的に研究会の設置・運営を行った方がよい

4 8.5

2 農水省が研究会を設置し、運営は食品事業者が
連携して主体的に行った方がよい

21 44.7

3 農水省が研究会の設置・運営を行った方がよい 18 38.3

4 その他 4 8.5

サンプル数 47 100.0

ＳＱ．協働組織の活動内容・組織形態について

 

【Ｑ４で「2.組織をつくる必要はない」と回答した人以外を対象】

＜活動内容＞

 

（複数回答） ＜組織形態＞

 

（単一回答）

項 目
件数

 

（件）
構成比

 

（％）
項 目

件数

 

（件）
構成比

 

（％）

1 アセスメント系の研究 19 50.0 1 任意団体 8 21.1 

2 情報発信・ＣＳＲ系の研究 28 73.7 2 ＮＰＯ 8 21.1 

3 教育・人材育成 13 34.2 3 社団法人 6 15.8 

4 ビジネス開発 3 7.9 4 組合（LLPを

 

含む）
1 2.6 

5 ＦＣＰの普及啓発 26 68.4 5 株式会社 1 2.6 

6 政策提言 13 34.2 6 その他 6 15.8 

7 その他 2 5.3 無回答 8 21.1 

サンプル数 38 100.0 サンプル数 38 100.0 

ＳＱ

 

協働組織においては、どのような活動内容や組織形態が適当

 
と思われますか。

Ｑ４

 

今後、ＦＣＰの活動を発展させていくため、民

 
間がフードチェーンをまたいで協働することのでき

 
る何らかの組織をつくることについてどう思われ

 
ますか。

Ｑ３

 

上記のＱ１，Ｑ２のようなテーマについての

 
研究会を開催する場合、どのような運営方法が

 
適当と思われますか。

Ｑ４．事業者協働組織の必要性について（単一回答）

項 目
件数

 

（件）
構成比

 

（％）

1 協働して活動することのできる組織をつくる

 

必要があると思う
28 59.6 

2 新たに協働のための組織をつくる必要はな

 

いと思う
9 19.1 

3 その他 6 12.8 

無回答 4 8.5 

サンプル数 47 100.0


